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茂原市宅地開発整備基準
第1 　一般的事項
１　事業者は、宅地開発にあたり関係法令及び茂原市宅地開発指導要綱（令和３年茂原市告示第１６４号。以下「要綱」という。）に定めるもののほか、本整備基準に適合するよう事業計画を策定すること。
第２　道路（要綱第１０条）
１　形態
道路は、袋路状としないこと。ただし、当該道路の延長若しくは当該道路と他の道路との接続が予定されている場合又は転回広場若しくは避難通路が設けられている場合等避難上及び車両の通行上支障がない場合は、この限りでない。
２　幅員
（１）　開発区域内の主要道路は、開発区域外の幅員５．０メートル（主として住宅の建設の用に供する目的で行う開発行為で、その開発区域面積が３，０００平方メートル以上の場合は６．５メートル、その他のものにあっては９．０メートル）以上の道路に接続していること。ただし、開発区域周辺の土地の地形及び利用の態様に照らして、これによることが困難な状況と認められるときは、車両の通行上及び災害の防止上支障がない道路に接続していることとし、当該主要道路の接続する道路が定められた幅員に満たない場合、事業者は、道路管理者と協議し、交通安全上及び災害の防止上支障がないと認められる規模及び構造の道路に整備すること。
（２）　開発区域内に新たに道路が整備されない場合の当該開発区域に接する道路の幅員は、５．０メートル（開発区域面積が３，０００平方メートル以上の場合で、住宅の敷地にあっては６．０メートル、その他のものにあっては９，０メートル）以上であること。
（３）　開発区域内の区画道路の有効幅員は、開発区域面積が３，０００平方メートル未満の場合は５．０メートル以上、開発区域面積が３，０００平方メートル以上の場合は６．０メートル以上とすること。
（４）　主として住宅の建築を目的とする開発にあっては、区域内の主要道路の幅員は、次表を標準とすること。
	開発面積
	道路の幅員

	０．３ヘクタール未満
	５．０メートル以上

	０．３ヘクタール以上～２．０ヘクタール未満
	６．５メートル以上

	２．０ヘクタール以上～５．０ヘクタール未満
	７．０メートル以上

	５．０ヘクタール以上～１０．０ヘクタール未満
	９．０メートル以上

	１０．０ヘクタール以上～２０．０ヘクタール未満
	１２．０メートル以上

	２０．０ヘクタール以上～３０．０ヘクタール未満
	１６．０メートル以上

	３０．０ヘクタール以上
	１８．０メートル以上


３　構造
道路は、全面舗装とし、概ね次表の構造を基準とすること。
	名称
	仕上厚
	材名
	備考

	アスファルト表層工
	５センチメートル
	密粒度ＡＳ最大粒径
１ミリメートル
	・必要に応じ路床改良を行うこと。
・周辺の現況及び交通量に応じ別途協議

	上層路盤工
	１０センチメートル
	粒調砕石
０～３０ミリメートル
	

	下層路盤工
	１５センチメートル
	砕石クラッシャーラン
０～４０ミリメートル
	


４　縦横断勾配
（１）　道路の横断勾配は、振り分け勾配とし、１．５パーセントから２パーセントとすること。
（２）　道路の縦断勾配は、９パーセント以下とし、６パーセントを超えるものについては、すべり止め等の処置を講ずること。
（３）　（１）及び（２）の規定は、市長が周囲の状況により避難及び通行の安全上支障がないと認めた場合においては、この限りでない。
５　排水施設
（１）　道路の両側は、Ｕ型側溝又はＬ型側溝を設けて流末施設に接続させるものとし、側溝の交点又は横断暗渠等との接続点には、集水桝を設けること。
（２）　Ｕ型側溝は、アゴ付き内径幅２４センチメートル以上の落蓋（厚蓋付）式とし、概ね５メートルに１か所グレーチングを設置すること。
（３）　道路の縦断勾配が８パーセントを超えるものについては、側溝及び路面排水等の流速を減ずるために必要な施設を設けること。
６　交差
（１）　道路の交差角度は直角に近いものとし、食い違い交差としないこと。
（２）　駅前広場等の特別な箇所を除き、同一箇所同平面での５以上の交差は避けること。
７　隅切り
（１）　宅地開発の規模が３，０００平方メートル未満における道路の隅切りは、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第１４４条の４第１項第２号及び茂原市道路位置指定基準によるものとする。
（２）　宅地開発の規模が３，０００平方メートル以上における道路の隅切りは、都市計画法に係る開発許可制度の千葉県事務指針（以下「事務指針」という。）の基準「隅切り長さ表」によるものとする。
８　歩道
幅員９メートル以上の道路、商店街における前面道路及び車両の交通が頻繁で歩行者の通行に危険を伴うおそれのある道路については、歩道を設けること。
（１）　歩道は、縁石、防護柵等によって分離すること。
（２）　横断歩道箇所等の進入部分については、歩行者の通行、車椅子の乗り入れ等に支障のないように傾斜路等ですり付けること。
９　交通安全施設
道路が、がけ又は水路等に接している場合、あるいは屈曲部で交通安全上必要と認められる場合は、ガードレール、カーブミラー、視線誘導標、道路照明等の交通安全施設を設けること。
１０　防犯施設
開発区域内には、必要に応じて防犯灯を設置すること。
１１　電柱等
電柱、電話柱等を設置する場合は、関係機関と協議し、道路敷外とすること。ただし、周辺の状況により、市長がやむを得ないと認めた場合は、この限りでない。
１２　その他
道路の整備については、１から１１までに定めるもののほか、道路法（昭和27年法律第180号）、道路構造令（昭和45年政令第320号）その他の関係法令等の規定に基づくものとする。
第３　公園・緑地等（要綱第１１条）
１　公園の位置
（１）　公園は、その利用者の有効な利用が確保される位置に設置すること。
（２）　高圧線下は、公園にしないこと。ただし、やむを得ず線下を利用する場合は事務指針に基づき設置すること。
２　公園敷地の形状等
（１）　公園の形状は、整形とし、傾斜地を含まず有効に利用できるものであること。ただし、地形の関係上やむを得ず公園に供する土地が傾斜地である場合は、その傾斜は１５度を超えないこと。
（２）　緑地に供する土地は、がけ面を含まないものとし、既存の樹木を活用するように配慮すること。
３　公園の構造
（１）　公園の出入口は、公園利用者のための利便並びに災害時の避難場所としての公園の活用を考慮した構造とすること。
（２）　公園の出入口は２か所以上とし、交差点又は曲がり角から５メートル以上離すこと。
（３）　公園の出入口のうち少なくとも１か所は作業用自動車及び身体障害者用車椅子等が出入りできる構造とし、取り外し可能な車止めの柵を設けること。
（４）　公園の出入口が歩車道の区分のない道路に接するときは、交通安全上支障のないように配慮した構造とすること。
（５）　公園の外周には、柵、フェンス、植樹帯等を設けること。
（６）　公園には、雨水等を有効に排出するための施設を設けること。
４　公園施設
公園に設ける施設は、都市公園法（昭和31年法律第79号）に掲げる施設とし、その公園の機能に適したものが設けられるよう計画すること。
第４　排水（要綱第１３条）
１　計画雨水量
計画雨水量は、次の合理式を標準として算出するものとする。
Ｑ＝Ｉ×（１／３６０）×Ｃ×Ａ
Ｑ：最大雨水流出量（立方メートル／秒）
Ｉ：降雨強度（ミリメートル／時間）
Ｃ：流出係数
Ａ：排水面積（ヘクタール）
Ｉ＝６，１００／（ｔ＋４０）
ｔ＝７＋（管渠延長（Ｌ）／（管渠等内の平均流速（Ｖ）×６０））
工種別基礎流出係数標準値
	工種別
	流出係数
	工種別
	流出係数

	屋根
	０．９０
	間地
	０．２０

	道路
	０．８５
	芝、樹木の多い公園
	０．１５

	その他の不透面
	０．８０
	勾配のゆるい山地
	０．３０

	水面
	１．００
	勾配の急な山地
	０．５０


２　管渠・開渠
（１）　管渠の流速
設計にあたっては、できる限り理想的な流速内におさまるように計画すること。
管渠の流速
	区分
	最小流速
	最大流速
	理想的な流速

	汚水
	０．６メートル／秒
	３．０メートル／秒
	１．０～１．８メートル／秒

	雨水
	０．８メートル／秒
	３．０メートル／秒
	１．０～１．８メートル／秒

	合流（汚水、雨水）
	０．８メートル／秒
	３．０メートル／秒
	１．０～１．８メートル／秒


（２）　管渠の管径
管渠の最小管径（内径）は、汚水の場合は２００ミリメートル、雨水の場合は２５０ミリメートル、汚水、雨水合流の場合は２５０ミリメートルとし、その他の長方形渠の場合はこれらと同等の流下能力を有すること。
（３）　管渠の埋設深さ
管渠等を道路に埋設する場合の土かぶりは、１．２メートル以上とすること。
（４）　排水施設の材質
管渠は、鉄筋コンクリート管又は下水道用硬質塩化ビニール管を標準とすること。
（５）　公共汚水桝の材質
公共汚水桝は塩化ビニール製を標準とし、水密性に優れたものとすること。
（６）　管渠の設計
流下能力算定の計算式は、次のマニングの式によるものとする。
Ｑ＝Ａ・Ｖ
Ｖ＝（１／ｎ）Ｒ（２/３）・Ｉ（１/２）
Ｑ：流量（立方メートル／秒）
Ｐ：流水の潤辺長（メートル）
Ａ：流水の断面積（平方メートル）
Ｉ：勾配（分数又は小数）
Ｖ：流速（メートル／秒）
ｎ：粗度係数
Ｒ：径深（メートル）（＝Ａ／Ｐ）
上記の計算式により算出したもので、管渠内の流速等が許容の範囲内におさまるように管渠の大きさを決定すること。
（７）　側溝の設計
一般的な公式であるマニング又はクッターの式により算定するものとする。
３　雨水流出抑制施設
１ヘクタール以上の宅地開発事業については、調整池等の雨水流出抑制施設を設けることとし、事業者は「千葉県における宅地開発等に伴う雨水排水・貯留浸透計画策定の手引き」、「同解説」（以下「手引き等」という。）及び関連する技術指針、技術基準等に基づき千葉県及び放流先の施設管理者と事前に協議すること。
（１）　調整池の位置
ア　調整池は、原則として自然調節方式（孔あきダム）とし、開発区域内の安全な位置に設けること。
イ　調整池が切土部、盛り土部その他の人工改変地に設置される場合は、法面、擁壁等の近傍で宅地の安全性が損なわれるような場所に設置しないこと。
（２）　調整池からの放流量
調整池からの放流量は、流域面積１ヘクタール当たり０．０２５立方メートル／秒を許容放流比流量とする。ただし、下流の流下能力がこれを下回る場合は、別途関係機関と協議し、下流水路及び河川の流下能力を加味した比流量とすること。
（３）　調整池容量
調整池の容量は、千葉県における宅地開発等に伴う雨水排水・貯留浸透計画策定の手引き第４条に示す雨水排水計画その１［１，６００立方メートル／ヘクタール（調節容量１，４５０立方メートル＋堆砂容量１５０立方メートル）］又は第５条に示す雨水排水計画その２のいずれかを用いて算出すること。ただし、雨水排水計画その１は、雨水流出抑制施設として調整池のみを計画し、かつ、雨水調節容量を簡便に算定する場合に限り使用できるものとし、浸透施設やオンサイト貯留施設を計画する場合には適用しないものとする。
（４）　調整池の維持管理
ア　事業者は、調整池の管理者を定めることについて、市長と協議するものとする。
イ　調整池の周囲には、安全対策のために高さ１．８メートル以上の防護柵（ガードフェンス等）を設置すること。
ウ　調整池の管理者は、豪雨、地震等があった場合は、その直後に巡視すること。
エ　調整池の管理者は、堤体の破損、堤体の排水不良、調整池内の異常堆砂、ごみ等について定期的に巡視すること。この場合において、異状が認められた場合は、速やかに所要の措置をとること。
オ　調整池の管理者は、堤体の草刈を年２回以上すること。
カ　その他調整池の維持管理については、手引き等の他関連する技術指針等に基づき適切に行うこと。
（５）　調整池の技術的基準
ア　調整池の堰堤高は、５メートル以内とする。
イ　その他調整池の技術的基準は、手引き等の他関連する各指針、技術基準等に基づき計画すること。
（６）　調整池の多目的利用
調整池本来の機能を損なうことがないと市長が認めるときは、調整池を公園、スポーツ施設等の多目的に利用することができるものとする。
（７）　浸透型施設及び貯留浸透型施設
浸透型施設及び貯留浸透型施設については、その設置場所及び構造等に留意すること。
（８）　オンサイト貯留施設
ア　オンサイト貯留施設については、土地利用の安全性の確保に留意するとともに、手引き等及び「宅地防災マニュアルの解説」（平成元年建設省経民発第26号）に示す限界水深を超えないよう努めること。
イ　最大水深は宅地防災マニュアルの解説に示す湛水水深を超えないものとすること。
ウ　オンサイト貯留施設と雨水流出抑制施設との併設についても同様とする。
４　その他の雨水流出抑制施設
１ヘクタール未満の宅地開発において標準とする雨水流出抑制施設等は、次のとおりとする。
（１）　公共下水道処理区域内における宅地開発区域内道路の雨水桝については、浸透構造とすること。
（２）　土地分譲、建売分譲、戸建賃貸住宅等においては、１区画ごとに雨水浸透桝（φ３５０ミリメートル以上）を２か所以上設置すること。
（３）　竪樋（たてどい）部及び管渠の長さがその内径又は内のり幅の１２０倍を超えない範囲において管渠の維持管理上必要な箇所ごとに、雨水浸透桝（φ３５０ミリメートル以上）を設置すること。
（４）　０．８ヘクタールを超える宅地開発で、店舗等における駐車スペースは、雨水排水調整池機能を持たせるため、切り下げとし、オリフィスにより放流（許容放流比流量０．０２５立方メートル／秒／ヘクタール）すること。
（５）　敷地を舗装する場合は、透水性舗装とすること。ただし、戸建住宅、建物周囲及び大型車両を対象とした駐車スペース（車両の通行部分を含む。）についてはこの限りでない。
第５　教育施設及び福祉施設（要綱第１６条）
住宅の建築を目的とする宅地開発事業で、その計画戸数が次表左欄による戸数に応じ、同表右欄に掲げる施設を整備することについて市長と協議すること。当該計画戸数が同表に満たない場合であっても、周辺の教育施設等の整備状況により市長が必要と認める場合は、当該施設の整備について、市長と協議すること。
	計画戸数
	施設の種類

	５００戸程度
	幼稚園又は保育所

	１，０００戸程度
	小学校

	２，０００戸程度
	中学校


第６　衛生施設（要綱第１７条）
１　ごみ収集場所の位置
事業者は、ごみ収集作業をする者が業務を円滑に行うことができる開発区域内の適切な場所に、市長の許可又は承認を得て、ごみ収集場所を設けること。
２　ごみ収集場所の構造
（１）　鉄筋入り重量ブロックモルタル仕上げ等の塀により三方を囲み、床面をコンクリート仕上げとし、開口部には水勾配をつけること。
（２）　ごみが側溝等に落ちない構造とすること。
（３）　道路の角地にごみ収集場所を設ける場合の塀の高さは、通行車両の視界を妨げない高さとすること。
３　ごみ収集場所の規模及び設置箇所数
ごみ収集場所の規模は３平方メートル以上とし、設置箇所数は、計画戸数２０戸に対し１か所を標準とすること。
４　ごみ収集場所の維持管理
ごみ収集場所の維持管理は、事業者又は当該施設を利用する地区住民が行うものとする。
第７　集会施設（要綱第１８条）
開発区域内に設ける集会施設の用地は、次表を基準とすること。
	住宅計画戸数
	集会所用地の面積

	５０戸以上１００戸以下
	２５０平方メートル以上

	１０１戸以上２００戸以下
	３００平方メートル以上

	２０１戸以上３００戸以下
	４００平方メートル以上

	３０１戸以上５００戸以下
	４００平方メートル以上　２か所

	５０１戸以上若しくは１０ヘクタール以上の宅地開発事業については別途協議すること。


第８　造成工事（要綱第２１条）
１　池沼、湿田等の軟弱地盤の盛土造成については、あらかじめ地質調査を行い、後日地盤沈下を生じることのないよう対策工法を検討し、補強措置を講ずること。
２　造成工事によってがけが生じる場合には、がけの上端に続く地盤面は、そのがけの反対方向に雨水その他の地表水が流れるような勾配にすること。
３　切土をする場合において、切土をした後の地盤にすべりやすい土質の層があるときは、その地盤にすべりが生じないように、くい打ち、土の置換えその他の措置を講ずること。
４　盛土をする場合には、盛土に雨水その他の地表水の浸透によるゆるみ、沈下又は崩壊が生じないように、締固めその他の措置を講ずること。
５　造成工事によって生じたがけ面は、崩壊しないように、擁壁の設置、石張り、芝張り、モルタル吹付けその他の措置が講ぜられていること。
６　切土をした土地の部分に生ずる高さが２メートルを超えるがけ、盛土をした土地の部分に生ずる高さが１メートルを超えるがけ、又は切土と盛土とを同時に行った土地の部分に生ずる高さが２メートルを超えるがけのがけ面は、Ｌ型擁壁等で覆うこと。
７　６の擁壁等の構造は、土圧、水圧及び自重等により破壊することのないよう構造計算、実験等によって確かめられたものであること。
８　造成工事によって生ずるがけのがけ面を覆う擁壁で高さが２メートルを超えるものについては、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第１４２条（同令第７章の８の準用に関する部分を除く。）の規定を準用する。
附　則
この告示は、令和３年１０月１日から施行する。

